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Ⅲ　結 果 と 考 察
1　第１次調査の結果から
　アンケート調査の回答を分類した結果は表３の通りであった。各自の記述内容は複数項目にわ
たり，一人あたりの記述項目は平均2.06項目であった。
（1）体育科授業づくりへの着目
　研修の参加者が研修を通して「分かったこと」や「もっと研修したいこと」などとして記述し
た内容のうち，最も多かったのは体育授業の指導内容及び指導法に関することであった。これは
筆者ほかの先行研究の結果を追認するものであった
　記述の内容を項目に分類した結果，最も記述の多かった項目は「③授業づくり」であり，次い
で「㉓体育授業の考え方」についてであった。記述事例をあげると以下のような内容である。
（記述内容が異ならない範囲で文言を部分的に削除・修正して引用した。要点を示すため筆者が
下線を引いた。）
・ねらいを具体化することでできている子を見取り，（その動きを）広めることが出来るとわか
りました。（女性　教職経験11~15年，研究教科体育以外，体育主任経験なし）
・目標を達成した喜びを多くの子どもたちが実感できる指導内容・指導方法があったら，見つけ
られたらと思い研修をしております。（女性　20年以上，体育以外，体育主任なし）
・「こういう力をつけるためには，こういう活動（具体的）が有効」など，もっといろいろお聞
かせ願いたいと思った。（同上）
・子どもの技能面の向上を図るには先生が目当てを明確に持ち，それを達成した子を全体に紹介
して，よい動きのポイントをつかませことが大切であるとわかりました。（女性　５年以内，
体育以外，体育主任なし）
・「子どもたちからいかに引き出すか」を常に意識した授業でありたいと思うし，わかっている
つもりだが日々，それをやり切れていないという実態と向き合っている。あらためて体育科だ
けでなく，各教科にも通じることだと考えた。（男性　20年以上，体育以外，体育主任なし）
・体育の授業であっても子どもの気づきやつぶやきを取り上げて授業を展開していくことが重要
であるというのがとても参考になった。（男性　20年以上，体育以外，体育主任なし）
表２　第２次調査対象者・研修内容
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・ねらいの具体的なイメージと，その手立ての関連・重要性。子どもの発言をとらえ共通認識を
持ってねらいにせまる。技能的な獲得の場と人間関係を含めた指導過程を見ていただく授業提
案。こうしたことはすぐにできるわけではないので日々の積み重ねが大切だということが再認
識できた。（男性　11 ～ 15年，体育，体育主任なし）
・自己中心的な子が多く，勝てないと腹を立てたり，かんしゃくを起こしたりすることが多いの
ですが，その時のまわりの子どもたちのかかわりを大切にしていきたいと思います。そして，
子どもたちの言葉で伝えられ，子どもたちの中に広めていけるようにしていきたいと思いま
す。（女性　16~20年，体育以外，体育主任なし）
・本当に子どもたちにつけていくべき力，また，指導者が指導するときに意図しないといけない
ことを具体的に教えていただけるので，体育科の授業がイメージしやすくなってきています。
（女性　20年以上　体育以外　体育主任なし）
・指導者は常に何を指導するのか明確なねらいを具体的にもって授業することが大切（男性　20
年以上，体育以外，体育主任あり）
表３　記述内容から分類された研修ニーズ （第１次調査）
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・子どもから引き出し，価値付け，広めることでより良い理解につながるものであるということ
を改めて学びました。（男性　20年以上，体育以外，体育主任なし）
　以上の記述例に見られるとおり，「体育授業の進め方や具体的な手立て」などの③「授業づく
り」の項目に関する記述や，㉓「体育授業の考え方」についての内容が多く，授業の考え方と進
め方に関する内容に研修ニーズは高いと考えられた。
　それぞれの項目に関する内容が取り上げられた割合（グループ人数に対する，③または㉓に分
類された内容を記述した人数の割合）は表４のようであった。
　特にeグループでは全員に③または㉓に分類される内容の記述がみられた（両方の記述者あ
り）。この結果に体育授業づくりや授業の考え方に関する研修ニーズの高さがうかがえた。グル
ープ別にみると，a・b・c・eグループに比べてdグループの記述割合は低いが，このグループで
は他グループに比べ，㉑評価についての記述（30%）が目立つほか，回答項目の分散がみられた。
　現行の小学校学習指導要領では第１学年から第４学年の内容として，新たに「体つくり運動」
が加えられた。その内容や指導法に関する研修ニーズの高さが予測されたが，他領域の内容・方
法（⑤～⑨及び⑪～⑮）に関する記述に比べて，全般的に④⑩の記述が多いことが認められた。
ここに学習指導要領改訂の内容が研修ニーズに反映していることがうかがえる。
　また，ｃｄグループに④体つくり運動の内容，⑩体つくり運動の指導法についての記述が多い
のは，研修内容・研修形式（「体つくり運動」の実技研修）と連動しているとも考えられるが，
相互の関連性を確認するには至らなかった。
（2）経験年数と理論的内容への研修ニーズ
　⑲⑳の体育理論に分類された記述内容には，属性による違いが考えられる。在職５年以下の教
員21名中，⑲⑳に分類される内容の記述者は１名（4.8%）に対し，在職20年以上の教員35名中，
⑲⑳の内容をあげたのは５名（14.3%）であった。
　例えば「（自分の実践を）一つ一つ確かめることができた研修であり，有意義でした」（男性　
20年以上，体育以外，体育主任なし）にみられるように，ベテラン教員にとっては自己の体育理論
及び，それに基づいた授業実践の見直しの契機として研修が位置づいていることが考えられる。
　研修の成果として具体的に「競争と共同の一体化」「授業の３原則」「体育授業の法的根拠」
「体つくり運動の重要性」「主体的授業の成立」などの理解・認識について記述されている。在職
20年以上の教員に体育主任経験者が多いことが予測され，ここに研究教科が体育の教員は体育科
授業に関する理論的な内容の研修を求めているのではないかと考えられた。この点については第
2次調査の結果に委ねることとなった。
表４　③㉓に関する記述者の割合
（③㉓に関する内容を記述した人数/グループの人数、単位％）
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２　第２次調査の結果から
　研修後のアンケート調査のうち，「今後の体育授業に関する研修」に関して「それぞれどの程
度，学びたいと考えているか」を尋ねた５件法による調査結果は図１の通りであった。①～⑲の
19項目の設問に対してそれぞれ「５．とても考えている」「４．考えている」「２．どちらでもな
い」「２．考えていない」「１．まったく考えていない」の回答を５～１のポイントに換算し，各
項目の平均値を示したグラフである。
　ポイントの高い順に③体育の授業づくり（4.46），④体つくり運動の内容・指導法（4.37），⑧
ボール運動系の内容・指導法（4.32），⑤器械運動系の内容・指導法（4.31），⑥陸上運動系の内容・
指導法（4.24），⑦水泳系の内容・指導法（4.21），⑫体育授業の実践事例（4.21），⑨表現運動系
の内容・指導法（4.13），⑱配慮を要する子どもの指導法（4.11），⑰個に応じた指導法（4.07）が
あげられた。参加者が今後の研修で学びたいと考えている内容は，まず，体育授業の考え方や指
導計画，教師活動の在り方など体育の授業づくりについてである。続いて，各領域の内容及び指
導法についてであり，教材解釈・教材づくりや具体的な授業の進め方についての研修が求められ
ている。この点は，第１次調査の結果においても授業づくりや体育授業の考え方・進め方への研
修ニーズが高いことと全く変わらず，現職研修において体育授業づくりと指導内容・方法に関す
る研修ニーズが高いことが確認された。
　各領域の内容・指導法のうちポイントが高いのは，④体つくり運動の内容・指導法であり，続
いて，⑧ボール運動系の内容・指導法であった。現行の小学校学習指導要領改訂の要点として，
体つくり運動が取り上げられたこと，ボール運動の内容が運動の形態によって「ゴール型」「ネ
ット型」「ベースボール型」に再編成されたことがあげられる。そのような学習指導要領の新し
い内容が研修ニーズに反映しているのではないか考えられる。第１次調査の結果でも現行の学習
指導要領に登場した「体つくり運動」の内容・方法への研修ニーズが高いことに引き続いて，本
結果にもその傾向がみられたことから，改訂後の年数を経ても学習指導要領改訂に連動した内容
に研修ニーズが高いことが考えられる。
　③体育の授業づくり，及び④～⑨の各運動領域の内容・指導法に関する研修ニーズが全般的に
高いことが認められたが，参加者の属性による違いは認められない。参加者のうち研究教科が
「体育」及び「体育以外」の２群において，これらの項目について研修ニーズの高さを示すポイ
ントに有意な差は認められなかった。
　参加者の全般的な研修ニーズとして，①カリキュラム（3.34），⑭体育の基礎理論（3.43），⑮
最新の体育理論（3.61），②指導内容の系統性（3.76），⑲言語活動（3.76），⑯体育における見取
りと評定（3.86）のポイントは，体育の授業づくり及び内容・指導法への研修ニーズに比べて低
い。その中で，研究教科が「体育」の教員と「体育以外」の教員とでは，それらに対する研修ニ
ーズの高さに違いが見られた。各項目のうち②⑭⑮⑯⑲については，研究教科が「体育」と「体
育以外」の教員において，表５の通りポイントに有意な差が認められた。⑭⑮⑯⑲は「体育」の
教員，②は「体育以外」の教員のニーズが高い。
219
徳　　永　　隆　　治
　研究教科が「体育」の教員は各領域の運動の指導内容・方法以外にも体育の理論や評価，さら
に今日的教育課題である言語活動に関する研修ニーズが高いことに，現職教員の立場の違いを見
て取ることができる。従って，研修内容は参加者の属性によって考慮する必要があるのではない
かと考えられる。
　今後の体育授業に関する研修について，どのような形式の研修を受けたいと考えているか，4
つの形式を示し５件法によって問った。その結果，受けたい研修の形式について，ポイントが高
い順に，㋐実技講習（4.22）㋑研究授業と協議会（3.68）㋒講演（3.42）㋓小グループによる討
論と発表（2.01）であった。
　４つの研修会のうち，実技研修を行ったf・gグループと，実技は行わなかったh・iグループの
参加者において，今後の研修へのニーズは表６の通りであった。
表５　研究教科が「体育」または「体育外」の教員の研修ニーズ
（各グループの数値は、５件法によるポイントの平均値を表す。＊＊：有意水準１％で有意差あり。）
図１　各項目についての研修ニーズ（第２次調査）
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　「講義と実技」の研修を展開したf・g研修会の参加者は，講義のみのh・i研修会参加者に比べて，
有意に㋐実技講習へのニーズが高い。しかし，㋑研究授業と協議会，㋒講演，㋓小グループによ
る討論と発表へのニーズを示すポイントは，研修会で実技研修を実施したか否かに関わりなく違
いは認められなかった。この結果から，研修会で実技研修がさらに実技研修のニーズを高めるこ
とが考えられる。
　研究教科が「体育」「体育外」の両グループにおいて今後の研修形式へのニーズは，表７の通
りであった。
　「体育」を研究教科とする教員グループの今後の研修形式についてのニーズは，全般的なニー
ズと同様に㋐実技講習，㋑研究授業と協議会，㋒講演，㋓小グループによる討論と発表，の順に
高かった。そして，㋐，㋑，㋓については研究教科が「体育以外」のグループに比べて有意にポ
イントが高いことが認められた。研究教科が「体育」の教員は，そうでない教員に比べ一段と多
様な形式の研修を求めているといえよう。逆に，研究教科が「体育以外」の教員は「体育」の教
員ほどには研修形式の多様性を求めず，実技研修へのニーズが高い。この結果から，研修会参加
者の属性によって研修の形式も検討する必要があるのではないかと考えられる。
Ⅳ　結　　　　　論
○学習指導要領告示後の時間の経過に関わらず，現職研修の内容については，学習指導要領の改
訂の要点を中心に，体育授業づくりと指導内容・方法に関する研修ニーズが高いと言える。そ
のことは，研究教科が体育であるか否かに関わらず，研修参加者全般についての傾向であり，
現職教員全般に体育科の授業づくりについて実践的・具体的な研修を求めていると考えられる。
○体育の理論や指導内容の系統性の理解に関して，全般的には体育授業づくりや指導内容・方法
に比べて研修ニーズが低いが，体育を研究教科としている教員は理論的内容や評価及び，今日
的教育課題についても学びたいという意識が高い。
表６　今後の研修形式へのニーズ（実技研修との関連）
（各グループの数値は、５件法によるポイントを表す。＊＊：有意水準１％で有意差あり。）
表７　今後の研修形式へのニーズ（研究教科との関連）
（各グループの数値は、５件法によるポイントを表す。＊：有意水準５％、＊＊：１％で有意差あり。）
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○研修の形式について，研究教科に関わらず実技研修への要望が高く，さらに，研究教科が体育
の教員は実技研修と共に他の形式の研修へのニーズも高い。また，実技研修の経験が実技研修
のニーズを高める要因になるのではないかとも考えられる。
○以上の結果から，体育の専門性のある教員とそうでない教員が混在する小学校教員の現職研修
においては，参加者の属性を考慮して研修内容や研修形式を考える必要がある。
（付記）
○本研究は平成24・25年度科学研究費補助金（基盤B）課題研究番号24300212の補助を受けて行
われた。
○本研究の一部は，日本スポーツ教育学会第34回大会において口頭発表した内容をもとにまとめ
たものである。
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